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【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
消
費
税
の
申
告
期
限
延
長
の
特
例
は
、３

月
決
算
法
人
の
場
合
は
２
０
２
１
年
３

月
末
ま
で
に
申
請
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

●
２
０
２
０
年
４
月
１
日
以
後
開
始
事
業

年
度
よ
り
大
法
人
の
電
子
申
告
が
義
務

化
さ
れ
て
い
る
が
、電
子
申
告
対
象
と

な
る
書
類
の
電
子
化
を
確
認
す
る
と
と

も
に
、令
和
２
年
度
税
制
改
正
に
よ
る

電
子
帳
簿
保
存
制
度
の
対
象
と
適
用
に

つ
い
て
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。

●
居
住
用
賃
貸
建
物
の
取
得
に
係
る
消
費

税
の
仕
入
税
額
控
除
制
度
は
２
０
２
０

年
10
月
１
日
以
後
の
居
住
用
賃
貸
建
物

に
係
る
課
税
仕
入
れ
等
に
つ
い
て
適
用

と
な
る
。改
正
法
の
適
用
に
あ
た
り
、

契
約
の
内
容
の
確
認
や
消
費
税
処
理
に

係
る
経
理
処
理
の
変
更
に
留
意
が
必
要

で
あ
る
。

消
費
税

⑴
　
申
告
期
限
の
延
長
の
特
例

法
人
税
の
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限
の

延
長
の
特
例
の
適
用
を
受
け
る
法
人
に
つ

い
て
、
消
費
税
の
確
定
申
告
書
の
申
告
期

限
に
つ
い
て
も
延
長
を
認
め
る
特
例
が
創

設
さ
れ
た
。
消
費
税
の
確
定
申
告
書
の
提

出
期
限
を
延
長
す
る
旨
の
届
出
書
を
、
当

該
特
例
を
受
け
る
事
業
年
度
末
日
ま
で
に

提
出
し
た
場
合
に
は
、
事
業
年
度
末
日
を

含
む
課
税
期
間
に
つ
い
て
、
消
費
税
の
確

定
申
告
書
の
提
出
期
限
が
１
カ
月
延
長
さ

れ
る（
消
法
45
の
２
）。
確
定
申
告
書
の
提

出
期
限
が
延
長
さ
れ
た
期
間
の
消
費
税
の

納
付
に
つ
い
て
は
、利
子
税
の
対
象
と
な
る
。

延
長
期
間
は
法
人
の
確
定
申
告
の
延
長

期
間
に
か
か
わ
ら
ず
１
カ
月
で
あ
る（
連

結
法
人
申
告
の
場
合
は
消
費
税
の
確
定
申

告
期
限
が
法
人
の
そ
れ
よ
り
も
前
に
な

る
）。
ま
た
、
事
業
年
度
末
日
を
含
む
課

税
期
間
以
外
の
課
税
期
間
に
つ
い
て
は
延

（
改
正
措
令
附
則 

23
、36
、46
）（
図
表
11
）。

外
国
税
額
控
除
制
度

外
国
税
額
控
除
制
度
の
控
除
対
象
外
国

法
人
税
の
額
の
範
囲
か
ら
、
次
の
外
国
法

人
税
が
除
外
さ
れ
る（
法
令
142
の
２
）（
図

表
12
）。

①　
外
国
法
人
等
の
所
得
に
つ
い
て
、こ

れ
を
内
国
法
人
の
所
得
と
み
な
し
て
当

該
内
国
法
人
に
対
し
て
課
さ
れ
る
外
国

法
人
税
の
額

②　
内
国
法
人
の
国
外
事
業
所
等
に
お
い

て
、当
該
国
外
事
業
所
等
か
ら
本
店
等

ま
た
は
他
の
者
に
対
す
る
支
払
金
額
等

が
な
い
も
の
と
し
た
場
合
に
得
ら
れ
る

所
得
に
つ
き
課
さ
れ
る
外
国
法
人
税
の

額(

米
国
に
お
け
る
Ｂ
Ｅ
Ａ
Ｔ
課
税
に
よ

り
日
本
法
人
の
支
店
等
に
課
さ
れ
た
税

額
等
が
該
当)

改
正
は
、
２
０
２
１
年
４
月
１
日
以
後

開
始
事
業
年
度
分
の
法
人
税
に
つ
い
て
適

用
さ
れ
る（
改
正
法
令
附
則
８
）。

過
大
支
払
利
子
税
制

過
大
支
払
利
子
税
制
は
、
令
和
元
年

度
税
制
改
正
に
よ
り
、
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
最
終
報

告
書
の
勧
告
を
踏
ま
え
た
改
正
が
行
わ
れ

て
い
る（
２
０
２
０
年
４
月
１
日
以
後
開

始
事
業
年
度
よ
り
適
用
）。
令
和
２
年
度

税
制
改
正
に
よ
り
、
外
国
法
人
の
恒
久
的

施
設（
日
本
支
店
）に
支
払
わ
れ
る
一
定
の

利
子
等
の
額（
外
国
法
人
の
恒
久
的
施
設

が
有
す
る
債
権
に
係
る
経
済
的
利
益（
利

子
相
当
）を
受
け
る
権
利
）が
、
そ
の
本
店

等
に
移
転
さ
れ
る
こ
と
が
あ
ら
か
じ
め
定

ま
っ
て
い
る
場
合
は
、
非
関
連
者
で
あ
る

内
国
法
人
か
ら
そ
の
恒
久
的
施
設
に
支
払

わ
れ
る
利
子
等
の
額
は
対
象
外
支
払
利
子

等
の
額
か
ら
除
外
さ
れ
る（
対
象
支
払
利

子
と
さ
れ
る
）（
措
令
39
の
13
の
２
）。

改
正
は
、
２
０
２
０
年
４
月
１
日
以
後

開
始
事
業
年
度
か
ら
適
用
さ
れ
る（
改
正

措
令
附
則
35
）。

消
費
税
の
申
告
期
限
延
長
等

そ
の
他
の
年
度
改
正
の

実
務
ポ
イ
ン
ト
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